
             

新旧対照表 
変更前 変更後 

４ 構造改革特別区域の特性 

 

＜省略＞ 

 

（２）大学・研究機関等の集積 

 

＜省略＞ 

 

さらに、（株）久留米リサーチ・パーク

は、ハード・ソフト両面のバイオベンチャ

ー支援を備えた「福岡バイオインキュベー

ションセンター」を平成１６年４月に開

設、研究開発とベンチャー育成の拠点化が

進展している。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）バイオ関連企業等の活動 

 

＜省略＞ 

 

（株）久留米リサーチ・パークは、福岡

バイオバレープロジェクト推進の中核機

関であり、その運営するリサーチセンター

ビルには、既にバイオベンチャーが３社入

居、「福岡バイオインキュベーションセン

ター」には１１社・プロジェクトが入居す

るとともに、新たに３社のベンチャー企業

の入居が予定されている。 

また、市内宮ノ陣地区のオフィスアルカ

 

４ 構造改革特別区域の特性 

 

＜省略＞ 

 

（２）大学・研究機関等の集積 

 

＜省略＞ 

 

さらに、（株）久留米リサーチ・パーク

は、ハード・ソフト両面のバイオベンチャ

ー支援を備えた「福岡バイオインキュベー

ションセンター」を平成１６年４月に開

設、平成１９年４月には研究開発から製品

製造へステップアップしたバイオベンチ

ャーを対象とした貸工場施設「福岡バイオ

ファクトリー」を整備する計画であり、研

究開発から製品製造までの一貫した支援

体制を整備し、バイオベンチャーの育成、

定着によりバイオクラスター形成を促進

する。 

 

（３）バイオ関連企業等の活動 

 

＜省略＞ 

 

（株）久留米リサーチ・パークは、福岡

バイオバレープロジェクト推進の中核機

関であり、その運営するリサーチセンター

ビル、「福岡バイオインキュベーションセ

ンター」にはバイオベンチャーが１１社・

プロジェクトが入居している。 

また、市内宮ノ陣地区のオフィスアル

カディア地区には医薬品の研究開発や医

療機器関連などのバイオ関連企業の立地 



             

変更前 変更後 

ディア地区には医薬品の研究開発や医療

機器関連などのバイオ関連企業の立地が

進み、新たな産業拠点が形成されつつあ

る。 

 

＜省略＞ 

 

（６）充実した情報インフラ 

  

＜省略＞ 

 

久留米市は、高速大容量の通信回線とバ

イオ関連の研究機関が立地するという、バ

イオインフォマティクス関連の事業環境

として、非常に恵まれた地域であり、「久

留米ビジネスプラザ」においては、高速通

信回線を提供している。 

 

＜省略＞ 

 

（７）手厚いベンチャー育成システム 

 

＜省略＞ 

 

久留米市においては、（株）久留米リサ

ーチ・パークには「バイオインキュベーシ

ョンマネージャー」、久留米ビジネスプラ

ザには「インキュベーションマネージャ

ー」を設置している。 

 

＜省略＞ 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

 

＜省略＞ 

 

が進み、その産業業務支援中核施設である

久留米ビジネスプラザビル（㈱久留米ビジ

ネスプラザが運営）を中心に新たな産業拠

点が形成されつつある。 

 

＜省略＞ 

 

（６）充実した情報インフラ 

  

＜省略＞ 

 

久留米市は、高速大容量の通信回線とバ

イオ関連の研究機関が立地するという、バ

イオインフォマティクス関連の事業環境

として、非常に恵まれた地域であり、㈱久

留米ビジネスプラザにおいては、高速通信

回線を提供している。 

 

＜省略＞ 

 

（７）手厚いベンチャー育成システム 

 

＜省略＞ 

 
久留米市においては、（株）久留米リサ

ーチ・パークには「バイオインキュベーシ

ョンマネージャー」、㈱久留米ビジネスプ

ラザには「インキュベーションマネージャ

ー」を設置している。 

 

＜省略＞ 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

 

＜省略＞ 

 



             

変更前 変更後 

本地域では、研究機関と企業が一体となっ

て新技術・新産業の創出に取り組んでいる。

特に、久留米大学は積極的に社会や産業のニ

ーズに対応した研究を奨励し、研究成果を事

業化することで社会に還元しようとしてい

る。特にバイオ産業振興の中核をなす創薬開

発を促進するため、久留米大学の得意とする

臨床治験のポテンシャルを生かした「個人別

最適治療研究開発産学地域共同機構」を設立

し、活動を開始した。この久留米大学の取組

の特徴は、企業が大学の臨床力を活用して医

療・食品分野での研究開発を行う体制を全国

に先駆けて整備し、創薬等に向けた具体的な

活動を展開していることである。また、久留

米大学ではアジアを中心とする研究機関の

研究者を積極的に受け入れ、新規治療薬や治

療方法の開発を共同で進めている。 

 

＜省略＞ 

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

 

＜省略＞ 

 

具体的には、企業、大学、行政等１００の機関

で構成する｢福岡県バイオ産業拠点推進会議｣

を中核推進組織として、久留米大学の臨床研究

システム（「久留米大学個人別最適医療研究開

発地域共同機構」）を活用した創薬及び機能性

食品をはじめとする様々な産学官連携プロジ

ェクトやベンチャー育成に取り組んでいる。 

 

 

＜省略＞ 

本地域では、研究機関と企業が一体となっ

て新技術・新産業の創出に取り組んでいる。

特に、久留米大学は積極的に社会や産業のニ

ーズに対応した研究を奨励し、研究成果を事

業化することで社会に還元しようとしてい

る。特にバイオ産業振興の中核をなす創薬開

発を促進するため、久留米大学の得意とする

臨床治験のポテンシャルを生かした「久留米

大学個別最適医療研究開発産学地域共同機

構」を設立し、活動を開始した。この久留米

大学の取組の特徴は、企業が大学の臨床力を

活用して医療・食品分野での研究開発を行う

体制を全国に先駆けて整備し、創薬等に向け

た具体的な活動を展開していることである。

また、久留米大学ではアジアを中心とする研

究機関の研究者を積極的に受け入れ、新規治

療薬や治療方法の開発を共同で進めている。

 

＜省略＞ 

 
６ 構造改革特別区域計画の目標 

 

＜省略＞ 

 

具体的には、企業、大学、行政等２４９の機関・

人で構成する｢福岡県バイオ産業拠点推進会

議｣を中核推進組織として、久留米大学の臨床

研究システム（「久留米大学個別最適医療研究

開発産学地域共同機構」）を活用した創薬及び

機能性食品をはじめとする様々な産学官連携

プロジェクトやベンチャー育成に取り組んで

いる。 

 

＜省略＞ 



             

変更前 変更後 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造

改革特別区域に及ぼす経済的社会的影響 

 「外国人研究者受入れ促進事業」及び「特

定事業等に係る外国人の入国・在留諸申請

優先処理事業」及び関連事業の実施による

経済社会的効果を次のように予測。 

   久留米市内の出荷額の増加；１８０億円

（増加率９．９％）  

   久留米市内の従業員数の増加；１，１４

０人（増加率９．９％） 

   【算定根拠】 

  （１）出荷額の増加 

○国内バイオ企業の平均年間出荷額は、

約５７億円（平成１３年度バイオ産業

創造基礎調査報告書；経済産業省外３

省） 
○国内バイオベンチャー企業の平均年

間出荷額は、約２億７千万円（平成１

３年(財)バイオインダストリー協会調
査） 

   ○市内への新規の企業立地を５０社、う

ち誘致等による既存企業が１５社、ベ

ンチャー企業の設立によるものを３

５社と想定する。 
   ○既存企業１５社は、市内で年間出荷額

の１／１０を生産するとみなす。 
５７億円×１／１０×１５社＝８５億

５千万円…① 
○ベンチャー企業は、市内で年間出荷額

の全額を生産するとみなす。 
２億７千万円×３５社＝９４億５千万

円…② 
○①＋②＝１８０億円   

（２）従業員数の増加 

○市内製造品出荷額は、約１，８２３億

円（平成１２年度） 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造

改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

本計画や関連事業の実施により、以下のよう

な効果が期待される。 

① 平成２２年度までに久留米市内におい

て、バイオベンチャー３０社の集積と２

００名の雇用（内研究者１００名）の効

果が見込まれる。 

② バイオベンチャーの集積、研究開発の拠

点化が図られることにより、バイオ関連

分野の先端的な研究開発が促進され、国

内外の関心を集めることで、さらに優秀

な人材、優良な企業の招聘、誘致に結び

つくことが期待できる。 

③ 地域内での研究成果の産業化が容易とな

り、バイオベンチャーの創出や地元企業

の新規事業展開が活発になり、地域産業

の活性化が期待される。 

④ バイオベンチャーの周辺に関連産業が集

積することで、クラスターを形成し、新

たな産業構造の構築が期待される。 

⑤ バイオ関連分野でのこのような取り組み

は、雇用環境の向上ばかりではなく、高

度な医療技術等の普及による市民生活の

向上をも期待させる。 

  



             

変更前 変更後 

○市内製造業の従業員数は、約１１,５

００人（平成１２年度） 

○１８０億円÷１，８２３億円≒９．

９％ 

○１１，５００人×９．９％≒１，１４

０人 

 
８ 特定事業の名称 

○ 外国人研究者受入れ促進事業 

○ 特定事業等に係る外国人の入国・在留諸

申請優先処理事業 

○ 特定事業に係る外国人の永住許可弾力

化事業 

○ 修了者に対する初級システムアドミニ

ストレータ試験の午前試験を免除する

講座開設事業 

○ 修了者に対する基本情報技術者試験の

午前試験を免除する講座開設事業 

 

９ 構造改革特別区域において実施し又は

その実施を促進しようとする特定事業に

関連する事業その他の構造改革特別区

域計画の実施に関し地方公共団体が必

要と認める事項 

 

＜省略＞ 

 

（１）バイオ産業拠点形成のためのプロジェクト 

① 福岡バイオインキュベーションセン

ターの整備 

当地域へのバイオ系企業や研究機関の

集積を促進するため、インキュベートル

ームやオープンラボなどのハード及び

経営・技術支援などのソフト両面の支援

機能を備えたセンターを整備する。 

 

 
 
 
 
 
 
 

８ 特定事業の名称 

○ 外国人研究者受入れ促進事業 

○ 特定事業等に係る外国人の入国・在留諸

申請優先処理事業 

○ 特定事業に係る外国人の永住許可弾力

化事業 

○ 地方公共団体の助成等による外国企業

支店等開設促進事業 

 

 
 
 
９ 構造改革特別区域において実施し又は

その実施を促進しようとする特定事業に

関連する事業その他の構造改革特別区

域計画の実施に関し地方公共団体が必

要と認める事項 

 

＜省略＞ 

 

（１）バイオ産業拠点形成のためのプロジェクト 

① 福岡バイオインキュベーションセン

ターの活用 

当地域へのバイオ系企業や研究機関の

集積を促進するため、インキュベートル

ームやオープンラボなどのハード及び

経営・技術支援などのソフト両面の支援

機能を備えたセンターの活用の推進を

図る。 



             

変更前 変更後 
○事業主体  ㈱久留米リサーチ・パーク

（第３セクター） 

○開設時期  平成１６年４月 

○支援機能  ・産学連携コーディネート

・特許取得支援 

・経営相談（ビジネスプラ

ン、マーケティング、資

金調達 等）  

・研究会活動、フォーラム

開催等支援 

・インキュベーションマネ

ージャーの配置 

 

＜記載なし＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 探索的臨床研究の推進【合成ペプチド

等を使った薬物の医師主導の治験へ

の対象化（全国で実施される措置）の

適用】 

 

＜省略＞ 

 

○事業主体  ㈱久留米リサーチ・パーク

（第３セクター） 

○開設時期  平成１６年４月 

○支援機能  ・産学連携コーディネート

・特許取得支援 

・経営相談（ビジネスプラ

ン、マーケティング、資

金調達 等）    

・研究会活動、フォーラム

開催等支援 

・インキュベーションマネ

ージャーの配置 

 
② 福岡バイオファクトリーの整備 

 バイオベンチャーの一層の育成を図る

ため、研究成果の実用化を目指すバイオ

ベンチャーを対象とした貸工場を建設

し、「福岡バイオインキュベーションセン

ター」と一体となった支援体制を整備す

る。 

     

○事業主体  ㈱久留米リサーチ・パ

ーク（第３セクター）

    ○開設時期  平成１９年４月 

○施設概要  貸工場、会議室、商談

室等 
 

③ 探索的臨床研究の推進【合成ペプチド

等を使った薬物の医師主導の治験へ

の対象化（全国で実施される措置）の

適用】 

 

＜省略＞ 

 

 



             

変更前 変更後 

③ 福岡バイオバレー事業の展開 

福岡県バイオ産業拠点推進会議（平成

13 年 9 月設立、会員 100 企業・機関）を

中核推進組織（事務局；㈱久留米リサー

チ・パーク）として下記の事業を実施す

る。 

＜省略＞ 

 

○研究開発・ベンチャー支援 

・国の公募型研究プロジェクト等への

取り組みとして、がんの破壊タンパ

ク質の研究（文部科学省）や遺伝子

診断用チップの開発（経済産業省）

などを実施 

・地域独自のバイオベンチャー等育成

事業による中小企業・ベンチャーの

研究開発支援として６課題の研究

開発を助成 

 

 

＜省略＞ 

 

（２）ベンチャー育成のためのプロジェクト 

④ ふくおかベンチャーマーケット 

 

＜省略＞ 

 

【実績・成果】 

 ○ 毎月２０社がプレゼン 
 ○ 平成１５年２月までに４０回開催、

７０６社がプレゼン。 
内訳：県内企業３８８社、県外企業

２８２社、海外企業３６社（韓国１

８社、インド７社、香港６社、マレ

ーシア２社、シンガポール１社、中

国１社、米国１社、） 

④ 福岡バイオバレー事業の展開 

福岡県バイオ産業拠点推進会議（平成

13 年 9 月設立、会員 249 企業・機関・人）

を中核推進組織（事務局；㈱久留米リサ

ーチ・パーク）として下記の事業を実施

する。 

＜省略＞ 

 
○研究開発・ベンチャー支援 

・国の公募型研究プロジェクト等への

取り組みとして、進行がんに対する

テーラーメイドペプチドワクチン

の開発（文部科学省）やＣ型肝炎診

断キットの開発（経済産業省）など

を実施 

・地域独自のバイオベンチャー等育成

事業による中小企業・ベンチャーの

研究開発支援として６課題／年の研

究開発を助成 

 

＜省略＞ 

 
（２）ベンチャー育成のためのプロジェクト 

⑤ ふくおかベンチャーマーケット 

 

＜省略＞ 

 

【実績・成果】 

 ○ 毎月１０社がプレゼン 
 ○ 平成１８年８月までに８２回開催、

１２２０社がプレゼン。 
内訳：県内企業６７５社、県外企業

４９５社、海外企業５０社（韓国３

１社、インド７社、香港６社、マレ

ーシア２社、シンガポール１社、中

国１社、米国１社、イスラエル１社）



             

変更前 変更後 

○ 平成１５年１月までのプレゼン企業

６９２社のうち、 

・ 商談に至った企業  ４４７社

（６４．６％） 

・ 商談が成立した企業 １１６社

（１６．８％） 

 

⑤ インキュベート事業 

久留米市は、平成１５年からオフィ

ス・アルカディア地区内の「ビジネスプ

ラザ」において、（株）久留米ビジネス

プラザを実施主体にして、インキュベー

ト事業を展開する予定である。バイオ分

野等のベンチャー企業に対し、低価格の

事務所と無料の高速通信回線を提供し、

併せてインキュベーションマネジャー

による無料の経営指導等を行う。さら

に、同所において、アントレプレナース

クールやＩＴ技術者養成事業などを実

施する予定である。 

 

＜省略＞ 

 

⑥ 地域ファンドの創設 

 

＜省略＞ 

 

（３）拠点地域の整備 

⑦ オフィス・アルカディア事業 

久留米市及び地域振興整備公団は、魅

力的な産業拠点を創出するため、久留米

オフィス・アルカディア事業を実施して

いる。本市の国際交流、地域間交流の促

進、都市の自立性を高める新しい学術・

業務拠点として、快適な事務所、研究所

などのオフィスを集積する産業業務団 

○ 平成１８年７月までのプレゼン企業

１２１０社のうち、 

    ・ 商談に至った企業  ７６３社

（６３．１％） 

・ 商談が成立した企業 ２０４社

（１６．９％） 

 

⑥ インキュベート事業 

久留米市は、平成１５年からオフィ

ス・アルカディア地区内の「ビジネスプ

ラザ」において、（株）久留米ビジネス

プラザを実施主体にして、インキュベー

ト事業を展開している。バイオ分野等の

ベンチャー企業に対し、低価格の事務所

と無料の高速通信回線を提供し、併せて

インキュベーションマネジャーによる

無料の経営指導等を行う。さらに、同所

において、アントレプレナースクールや

ＩＴ技術者養成事業などを実施してい

る。 

 

＜省略＞ 

 

⑦ 地域ファンドの創設 

 

＜省略＞ 

 

（３）拠点地域の整備 

⑧ オフィス・アルカディア事業 

久留米市及び地域振興整備公団は、魅

力的な産業拠点を創出するため、久留米

オフィス・アルカディア事業を実施して

いる。本市の国際交流、地域間交流の促

進、都市の自立性を高める新しい学術・

業務拠点として、快適な事務所、研究所

などのオフィスを集積する産業業務団 



             

変更前 変更後 

地（ビジネスパーク）の整備と、そこで

働く人のための住宅整備を行うもので、

既に分譲を開始している。 

    また、第３セクターの（株）久留米ビ

ジネスプラザは、ビジネスパークの中核

支援施設である「久留米ビジネスプラ

ザ」を建設中であり、立地企業への業務

支援、企業従業員の生活支援、産業交流、

情報提供などの事業を行い、企業の集積

を進める予定である。 

 

    【土地利用計画】 

○産業業務施設用地  ２１．３ha

（５４区画） 

○住宅用地       ２．４ha

（１００戸） 

     ○道路         ５．８ha 

     ○公園緑地       １．４ha 

     ○その他         ２．０ha 

       計         ３２．９ha 

【久留米ビジネスプラザ】 

○テナントオフィス    2201.5

㎡ （２９室） 

○インキュベートオフィス  186.4

㎡ （６室） 

○イベントホール      408.2

㎡ （１室） 

○会議室等         701.5

㎡   

○その他         1730.4

㎡     

計          5228.0

㎡ 

地（ビジネスパーク）の整備と、そこで

働く人のための住宅整備を行っている。

また、第３セクターの（株）久留米ビ

ジネスプラザは、ビジネスパークの中核

支援施設である「久留米ビジネスプラ

ザ」において、立地企業への業務支援、

企業従業員の生活支援、産業交流、情報

提供などの事業を行っている。 

 

     

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
＜削除＞ 

 



             

変更前 変更後 

（４）海外企業誘致の取組 

⑧ 国際バイオフォーラムの開催 
福岡においてバイオ国際フォーラムを

開催し、福岡バイオバレーの中核拠点と

なる久留米のバイオ産業におけるポテン

シャルをアピールするとともに、久留米

地域とのビジネス促進、企業誘致、優秀

な研究者の招聘などにつなげる。 
 
⑨ 国際フォーラム等への出展 
Ｂio2004（米国）など海外、国内の知
名度の高いバイオ関連の各種展示会に福

岡バイオバレープロジェクトのＰＲのた

めに積極的に出展してきた。今後も米国、

韓国などで開催される国際フォーラムに

出展する。 
 

 

＜省略＞ 

 

（４）海外企業誘致の取組 

 

 
＜削除＞ 

 
 
 
 

 

⑨ 国際フォーラム等への出展 
Ｂio2006（米国）､BIO KOREA（韓国）、

BIO JAPAN など海外、国内の知名度の

高いバイオ関連の各種展示会に福岡バイ

オバレープロジェクトのＰＲのために積

極的に出展してきた。今後も国内はもと

より米国、韓国などで開催される国際フ

ォーラムに出展する。 
 

＜省略＞ 

 



             

変更前 変更後 

別 紙 

 

１ 特定事業の名称 

  特定事業に係る外国人の入国･在留諸申請

優先処理事業（５０４） 

 

２ 規制の特例措置の適用を受けようとする者 

  久留米アジアバイオ特区における「外国人

研究者受入れ促進事業」及び「外国企業支店

等開設促進事業」に該当する外国人 

 
 

＜省略＞ 
 

４ 特定事業の内容 

 
＜省略＞ 

 

Medgene 

Inc㈱ 

Ｒ

＆

Ｄ

セ

ン

タ

ー 

分野：バ

イオ 

  （中

核施設） 

理由：遺

伝 子 技

術 を 用

い た 診

断機器、

薬、化粧

品、食品

等 の 研

究 開 発

を 行 っ

ている。 

研 究 及

び 事 業

活動 

 

 

別 紙 

 

１ 特定事業の名称 

  特定事業に係る外国人の入国･在留諸申請

優先処理事業（５０４） 

 

２ 規制の特例措置の適用を受けようとする者 

  久留米アジアバイオ特区における「外国人

研究者受入れ促進事業」及び「地方公共団体

の助成等による外国企業支店等開設促進事

業」に該当する外国人 

 
＜省略＞ 

 
４ 特定事業の内容 

 
＜省略＞ 

 

Medgene 

Inc㈱ 

Ｒ

＆

Ｄ

セ

ン

タ

ー

分野：バ

イオ 

  （中

核施設） 

理由：遺

伝子技

術を用

いた診

断機器、

薬、化粧

品、食品

等の研

究開発

を行っ

ている。 

研究及

び事業

活動 

 
 



             

変更前 変更後 

 

＜記載なし＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

① 外国人研究者受入れ促進事業（５０１，５

０２，５０３）及び特定事業に係る外国人

の永住許可弾力化事業（５０５）と併せて

実施するものである。 

 

 
＜省略＞ 

 

（地方公共団体の助成等による外国企業支

店等開設促進事業） 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

① 外国人研究者受入れ促進事業（５０１，５

０２，５０３）及び特定事業に係る外国人の永

住許可弾力化事業（５０５）並びに地方公共団

体の助成等による外国企業支店等開設促進事

業（５１２）と併せて実施するものである。 
 

＜省略＞ 
 

機関名

（所在

地） 

施設名 施設の概要 外 国

人 の

活 動

内容 

・ テナント

オフィス 

・ 26.0㎡～

285.3 ㎡

／室（面

積は変更

可能） 

・ 42 部屋 

㈱久留

米ビジ

ネスプ

ラ ザ

（福岡

県久留

米市宮

ノ陣四

丁目 29

番 11

号） 

久留米

ビジネ

スプラ

ザ 

・ インキュ

ベートル

ーム 
・ 26.0㎡～

36.1㎡／

室 

・ 6 部屋 

支 店

等 の

開 設

又 は

勤務 



             

変更前 変更後 

別 紙 

 

１ 特定事業の名称 

  修了者に対する初級システムアドミニス

トレータ試験の午前試験を免除する講座

開設事業 １１３１（１１４３） 
 

＜省略＞ 
 

５ 当該規制の特例措置の内容 

 
＜省略＞ 

 
また、認定講座の内容変更、追加設置等が

生じた場合は、経済産業大臣が告示で定める

履修項目に応じた履修計画、修了認定の基

準、修了認定に係る試験の実施方法等の要件

が満たされているものであるかどうかを、経

済産業大臣に協議するものとする。 
 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
＜削  除＞ 



             

変更前 変更後 

別 紙 

 

１ 特定事業の名称 

  修了者に対する基本情報技術者試験の午

前試験を免除する講座開設事業 １１３

２（１１４４） 
 

＜省略＞ 
 

５ 当該規制の特例措置の内容 

 
＜省略＞ 

 
 
また、認定講座の内容変更、追加設置等が

生じた場合は、経済産業大臣が告示で定める

履修項目に応じた履修計画、修了認定の基

準、修了認定に係る試験の実施方法等の要件

が満たされているものであるかどうかを、経

済産業大臣に協議するものとする。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
＜削  除＞ 



             

変更前 変更後 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜記載なし＞ 

別 紙 

 

１ 特定事業の名称 

地方公共団体の助成等による外国企業支

店等開設促進事業 ５１２ 
 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする

者 

久留米アジアバイオ特区内において「地方

公共団体の助成等による外国企業支店等開

設促進事業」に該当し、かつ当該特区内で支

店等を開設又は勤務しようとする外国人 

 
 

３ 当該規制の特例措置に適用の開始の日 

特区計画認定後直ちに 

 

４ 特定事業の内容 

（１）事業に関与する主体 

久留米アジアバイオ特区内において「地方

公共団体の助成等による外国企業支店等開設

促進事業」に該当し、かつ当該特区内で支店

等を開設又は勤務しようとする外国人 

 

（２）事業が行われる区域 

久留米市の全域 

 

（３）事業の開始時期 

特区計画の認定日から 

 

（４）事業により実現される行為 

外国企業が投資しやすい環境を整備するこ

とができ、その結果、外国からの投資の拡大

により、特区内の産業活動を活性化し、アジ

アにおけるバイオ産業の拠点形成を促進す

る。 



             

変更前 変更後 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜記載なし＞ 

（５）外国企業に対する助成及び特定した施設

の概要 

① 

ア）名称：久留米市産業振興奨励金  

イ）目的：本市における産業立地を促進し、

もって雇用機会の拡大と産業の

振興を図る。 
ウ）指定される施設の概要 

 名称…久留米ビジネスプラザ 

特例措置の適用を希望する部分…テナ 

ントオフィス 計４２室（４２区画）

※【２階フロア「１２室（１２区

画）」、３階フロア「１２室（１２

区画）」、４階フロア「１２室（１

２区画）」、５階フロア「６室（６

区画）」】 

 所在地…福岡県久留米市宮ノ陣四丁目

29 番 11 号  

 所有者…㈱久留米ビジネスプラザ（出

資比率：久留米市 16.21％、福

岡県 16.21％） 

エ）助成の概要：賃借料の 2 分の１を 1 年

間助成する。※久留米市産業振

興奨励金交付要綱別表１を参照

② 

ア）名称：ビジネスインキュベーション事

業 

イ）目的：インキュベートルームを拠点と

して、活力あふれるベンチャー

企業や新事業の創出を図る。 
ウ）指定される施設の概要 

 名称…久留米ビジネスプラザ 

特例措置の適用を希望する部分…イン

キュベートルーム 計６室（６区画）

※【５階フロア「６室（６区画）」】

 所在地…福岡県久留米市宮ノ陣四丁目



             

変更前 変更後 

 
 
 
 
 

 
 

＜記載なし＞ 

29 番 11 号 

所有者…㈱久留米ビジネスプラザ（出 

資比率：久留米市 16.21％、福

岡県 16.21％） 

エ）助成の概要：賃借料の 2 分の１を助成

する。（原則入居期間は３年）

※「ビジネスインキュベータ事

業」委託仕様書参照 

（６）事業が開始されなかった場合の措置 

事業が開始されなかった場合には、その状

況を調査のうえ、入国管理局から指定された

官署にその旨の報告書を提出するとともに、

入国管理局と連携のうえ、当該外国企業に対

し、帰国等に必要な協力を行う。 
 
５ 当該規制の特例措置の内容 

(１) 外国企業（地方公共団体において、事業の実

施が確実で当該事業の実施が特区内の産業発

展等に資すると認められる外国企業に限る。）

が本邦において事業を行う拠点となる当該特区

内の事業所の確保を支援するため、当該外国

企業に対して当該特区内においてその事業の

用に供する施設を地方公共団体が助成の対象

として指定し又は地方公共団体等が転貸する

ための必要な措置が講じられていること。 

 

当地域へのバイオ系を中心とした企業や

研究機関の集積を促進するため、㈱久留米リ

サーチ・パークが管理する福岡バイオインキ

ュベーションセンターなどのハード・ソフト

両面の支援機能を備えた施設整備を行い、研

究開発型バイオベンチャーの集積を図って

きた。 

一方、㈱久留米ビジネスプラザを中心とし

たオフィスアルカディア地区には、バイオ関

連企業が進出するなど、この地域には研究開



             

変更前 変更後 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜記載なし＞ 

発型のバイオベンチャーの周辺産業という

べき企業の集積が進んでいる。 
これに対する具体的な支援策として、久留

米ビジネスプラザにインキュベーションマ

ネージャーを設置しビジネス支援を行うと

ともに、そこに入居する企業等には家賃支援

を行っており、久留米市が助成の対象施設と

して指定しうる施設である。 
 
[要件] 
①賃貸借が可能である施設が存在していること

（ただし、居住することを前提とした施設等、事

業所として継続的に事業を行っていくことが不適

切であるものは除く。）。 

久留米ビジネスプラザはテナントオフィス

４２室、インキュベートルーム６室を備えて

いるが、現在テナントオフィス２室（406、502

号室）、インキュベートルーム２室（503、504

号室）が空室であるため賃貸借が可能である

施設として指定する。 

 

②地方公共団体が当該施設を事業拠点として指

定する場合には、あらかじめ、当該施設の所有

者及び外国法人から、当該施設につき賃貸借

契約を行う意思を記した誓約書等を地方公共団

体に提出させること。 
施設の所有者である㈱久留米ビジネスプラ

ザは、福岡県、久留米市も出資する第３セク

ターであり、企業誘致においては県、市と連

携して取組んでいる。助成の対象とした時点

で、特定施設の賃貸借については意思確認が

できており、別添のとおり誓約書を提出させ

ている。外国法人からの誓約書については、

特定でき次第、提出させる。また、外国法人

からの誓約書のかわりに「規制の特例措置を

受ける主体の特定状況」を添付する。 



             

変更前 変更後 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜記載なし＞ 

③本邦に入国後、当該賃貸借契約を行った場

合には、当該外国企業は、速やかに地方公共

団体を通じて契約書の写しを地方入国管理局

へ提出すること。また、指定された施設を使用し

ない場合、又は使用することができなくなった場

合においては、地方公共団体において代替とな

る施設を斡旋する等、事業所の創設を確実に担

保することが可能となるような措置を講ずるこ

と。 
外国企業が当該施設と賃貸借契約を行った

場合は、㈱久留米ビジネスプラザを通じ、速

やかに契約書の写しを提出させ、本市から入

国管理局から指定された官署に提出する。 

なお、施設を使用することができなくなっ

た場合における措置については、５０９事業

で指定していた㈱久留米リサーチ・パークが

運営する施設（一般事務所５室、研究開発棟

１室、インキュベーションセンター５室が空

室）を斡旋するよう、先方の内諾を得ている。

 

④本邦に入国後、３か月以内に事業所を設けて

事業を開始することとし、地方公共団体は､当該

事業の開始後１週間以内に地方入国管理局に

報告を行うこと。 
㈱久留米ビジネスプラザと連携を図り、適

宜状況を調査の上、指定された期日までに入

国管理局から指定された官署に報告書を提出

する。 

 

⑤当該期間内に事業を開始しない場合は、地

方公共団体は、当該外国人の所在を確認の

上、速やかに地方入国管理局に報告するととも

に、当該外国人に対して帰国を求め、さらに、当

該地方入国管理局の措置等により当該外国人

が帰国することとなった場合においては、帰国

旅費を調達するに必要な協力等、帰国するため



             

変更前 変更後 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜記載なし＞ 

の協力を行うこと。 

当該外国企業が、所定期間内に事業を開

始しない場合には、その状況を調査のうえ、

入国管理局から指定された官署にその旨の

報告書を提出するとともに、入国管理局と

連携のうえ、当該外国企業に対し、帰国等

に必要な協力を行う。 
 

(２) 当該特区において、投資活動を行う外国企

業が相当程度集積するものと見込まれること 

「福岡県バイオ産業拠点推進会議」が平

成１６年度に実施した「韓国交流ミッショ

ン」のビジネスパートナー交流会に参加し

た韓国企業には、日本でのビジネス展開の

ため久留米市に整備されている福岡バイオ

インキュベーションセンターに入居希望を

表明する企業も出た。なお、平成１７年度

には当推進会議が主体となり日本貿易振興

機構のＬＬ事業を活用し韓国からのミッシ

ョン等を受け入れる一方、こちらからも２

度にわたってミッションを派遣した結果、

㈱久留米リサーチ・パークと(財)春川バイ

オ産業振興院とのＭＯＵ（業務交流協約書）

の締結にいたり、今後、韓国関係との交流

の促進が見込まれる。 

また、当地域の中心的な研究機関である

久留米大学では、特区を活用し１１名の外

国人講師・研究員を招聘、アジアとの連携

を強化しつつある。 

さらに、外国企業誘致のため福岡県では

「福岡県海外企業誘致センター」を開設し、

日本進出を希望するアジア企業やアジア展

開を目指す欧米企業、さらに県の産業プロ

ジェクト（システムＬＳＩ、バイオ、ナノ

テクノロジー、ＩＴ関連など）への参加を

希望する海外企業を主な対象として宣伝活 



             

変更前 変更後 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜記載なし＞ 

動を行い、立地までの法的な手続き等の一

貫した支援を行っている。 

以上のような取り組みの結果、平成１７

年度には韓国のバイオベンチャーが久留米

市に現地法人を設立するにいたっている。

これらのことから、外国企業の集積が見込

まれると考える。 

 

 (３) 当該特区において外国企業が集積すること

により、当該外国企業が実施する事業が属す

る分野の産業の発展が相当程度見込まれる

こと。 

当地域においては平成１３年９月、県、

市、久留米大学、九州大学及び内外のバイ

オ関連企業等産学官１００社・団体で、「福

岡県バイオ産業拠点推進会議」を設立し、

現在では１４８社・団体の参画を得、①産

学官連携による研究開発、その成果の産業

化や②アジアを中心とする海外人材の積極

的活用等を目標に掲げ、久留米市を中心に、

バイオ産業の拠点化を図るべく「福岡バイ

オバレープロジェクト」に取り組んでいる。

これらの取り組みにより、平成１６年４

月に開設した福岡バイオインキュベーショ

ンセンター等を中心にバイオベンチャー等

の集積が進んでいる。（平成１８年４月時点

で福岡県５０数社、久留米市１１社） 

また、文部科学省の支援を受けた都市エ

リア産学官連携促進事業等を活用した産学

官共同研究も一般型を終了し、発展型へと

進んでおり、当該地域おけるバイオベンチ

ャー創出・集積の可能性が高まっている。 

さらに、外国からの投資の拡大により、特区

内のバイオ産業の活動が活性化し、アジアに

おけるバイオ産業の拠点形成を促進するも

のと見込まれる。 



             

 


